
調査の実施
時期 研究代表

者
研究グループ
名

調査名 調査対象者 調査対象
地域

調査方法詳細 調査内容
（50～100字程度）

web サイトのアドレ
ス

研究資金 調査を行う上で直面した問題 地域住民、各種
支援団体、自治
体との間で生じ
たトラブル

内容
1）原発事
故関連
2）それ以
外
3）両方を
含む

研究
分野

連携先の
名称

連絡先 その他のメッセージなど

1 2012年2～4
月

岩井紀子 大阪商業大学
JGSS研究セン
ター（宍戸邦章、
佐々木尚之ほ
か）

第9回生活と意識
についての国際
比較調査

20-89歳男女
個人

日本全国 面接・留置併用
法、全国20～89歳
男女個人、層化二
段無作為抽出法、
対象者数：9000
人、有効回答者
数：4667人、有効
回収率：59.0％

地域環境・自然災害の発生
可能性の認知、原子力政策・
復興財源についての考え、環
境に配慮した消費行動、ﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱ活動、寄付行為、地域の
連帯意識、人や組織への信
頼感、仕事・職場への影響、
精神的健康状態など

http://jgss.daishodai.
ac.jp/

B、D 津波被害を受けた地域が調査
不能であり、代替地点を抽出し
直した。

なし 3 B、D、
F、G、I

東京大学
社会科学
研究所

JGSS研究セン
ター
jgss@daishodai.
ac.jp

なし

2 2011年4月～
2013年3月

浅川達人 明治学院大学
社会学部付属
研究所，特別推
進プロジェクト

特別推進プロジェ
クト：「現代日本の
地域社会における
＜つながり＞の位
相―新しい協働シ
ステムの構築に向
けて―」

岩手県大槌
町の仮設住
宅で暮らす
方々。および
その支援に
あたっている
団体。

岩手県上閉
伊郡大槌町

参与観察，インタ
ビュー調査
月に1回，NPO法
人吉里吉里国の
活動に参加し，参
与観察を行った。
インタビュー調査
は，仮設住宅で暮
らす方々，親戚な
どに身を寄せてい
る方々，家屋の被
害を免れた方々に
対して行った。

仮設住宅地において，住民に
よる協働システムづくりが急
務となっている。そうした仕組
みが作られつつある事例に
ついて，インタビュー調査およ
び参与観察を行う。

http://soc.meijigakui
n.ac.jp/fuzoku/

B、D 特になし なし 2 A、E、F 明治学院
大学社会
学部付属
研究所

浅川達人
asakawa@soc.
meijigakuin.ac.j
p

なし

3 2012年4月～
2015年3月

岩間信之 フードデザート
問題研究会

被災地仮設住宅
における高齢者の
孤立と生活環境
の悪化に関する
地理学的考察

岩手県宮古
市，山田町，
大槌町吉里
吉里の仮設
住宅で暮ら
す方々

岩手県宮古
市，山田
町，大槌町

岩手県宮古市，山
田町，大槌町の仮
設住宅で暮らす
方々を対象に，イ
ンタビュー調査を
行った。

本研究の目的は，大規模災
害後の被災者における食を
めぐる生活環境問題を分析
することにある。具体的には
東日本大震災の被災地を事
例とし，仮設住宅における高
齢者の食をめぐる生活環境
の現状を分析する

http://www18.atwiki.j
p/food_deserts/

C 現地でのインタビュー調査が主
体のため，長期休暇中しか調査
が実施できず，調査期間を設定
することが困難であった。

なし 2 A、E、I なし 浅川達人
asakawa@soc.
meijigakuin.ac.j
p

社会学者と地理学者とが共同
で行っている学際的研究です

の現状を分析する。

4 2012年4月～
2015年3月

加藤真義 東日本大震災と
日本社会の再建
―地震，津波，原
発震災の被害とそ
の克服の道

大槌町で暮
らす被災した
住民。復興
に向けて活
動を開始し
たNPO。およ
び復興支援
活動に取り
組む，外部
団体。

岩手県上閉
伊郡大槌町

参与観察 復興に向けて歩み始めた人
びとに寄り添い，その活動に
参加しながら，効果的かつ持
続的な復興支援活動のあり
方を探る

http://www.asakawa.
skr.jp/AsaLABOnew/
Welcome.html

C 特になし なし 2 なし 浅川達人
asakawa@soc.
meijigakuin.ac.j
p

なし

5 加藤眞義 東日本大震災お
よび原発事故に
よって生じた避難
生活の実態と課
題

南相馬市仮
設住宅住民
への面接調
査(継続中)

福島県南相
馬市

定められた幾つか
の調査項目を踏ま
えたうえでの自由
回答

避難経路、避難後の居住先、
家族分離状況、避難生活の
課題など

なし D なし なし 1 福島大学
行政政策
学類

加藤眞義
mkato@ads.fuk
ushima-u.ac.jp

なし

6 2012年5～6
月

徳野貞雄 西日本社会学
会震災アンケー
トWG

東日本大震災お
よび福島原発事
故に関するアン
ケート

西日本社会
学会学会員

日本全国 質問紙法
学会大会当日に総
会で実施・回収し
た46名分と、総会
不参加者に郵送で
実施した44名分が
ある。総会時会員
数212名に対して、
合計90票を回収
（有効回収率
42.5％）

東日本大震災に関する会員
の関心や行動について

http://www2.lit.kyush
u-
u.ac.jp/~sociowest/in
dex.html

H なし なし 3 J 西日本社
会学会事
務局

西日本社会学
会事務局
sociowest@lit.k
yushu-u.ac.jp

なし
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7 原山哲 震災復興における
アーティキュレー
ション･ワークの研
究

東北地方の
ヴォランティ
ア、行政関
係者

聴き取り なし 東洋大学・
特別研究

なし なし 3 なし なし

8 2011年9～10
月

五十嵐泰
正

地産地消に関す
るアンケート調査

柏市内幼稚
園３園の保
護者（うち２
園は全数、１
園は母の会
役員のみ）

千葉県柏市 託送調査法による
質問紙調査

原発事故前と事故後の地元
野菜の購買行動の要因と変
化、放射能関連の情報ソース
と望ましいと考える放射能測
定を行う主体など

http://www.kyasai.jp
/enquete

Ｈ なし なし 1 「安全・安
心の柏産
柏消」円卓
会議

VYL03222@nift
y.com　（五十
嵐泰正）

調査主体は「安全・安心の柏
産柏消」円卓会議。同会議の
具体的な施策に関して、重要
な第一歩となる数量データを
得ることができた。

9 2011年12月1
月

高田洋 札幌市民の政治
意識と生活意識に
関するアンケート
調査

札幌市中央
区の有権者

北海道札幌
市中央区

質問紙を用いた郵
送法調査（選挙人
名簿を用いた無作
為サンプリング調
査）

社会階層、投票、政党支持、
政策支持、震災後の消費・節
電行動、原子力発電につい
ての賛否、放射線についての
知識、防災、メディアリテラ
シー、メディア信頼、権威主
義、政治意識など

なし B(学内調
査実習教
務費）

回収率の低さ（この調査に限っ
たことではなく一般的な問題）、
30％程なのでそれほどでもない
が。

なし 3 札幌学院
大学社会
情報学部
社会情報
学科 高田
洋

htakada@sgu.a
c.jp

現在、調査報告書作成中であ
り、データは非公開です。将来
的に、社会・意識調査データ
ベース作成プロジェクト
（SORD：札幌学院大学 
http://sord-svr.sgu.ac.jp/）に
おいて公開する予定。

10 2012年6月～
7月

高田洋 江別市民の政治
意識と生活意識に
関するアンケート
調査

江別市の有
権者

北海道江別
市

質問紙を用いた郵
送法調査（選挙人
名簿を用いた無作
為サンプリング調
査）

社会階層、投票、政党支持、
政策支持、震災後の消費・節
電行動、原子力発電につい
ての賛否、放射線についての
知識、がれきの受け入れ、メ
ディアリテラシー、メディア信
頼、権威主義、政治意識など

なし B(学内調
査実習教
務費）

回収率の低さ（この調査に限っ
たことではなく一般的な問題）、
40％程なのでそれほどでもない
が。

なし 3 札幌学院
大学社会
情報学部
社会情報
学科 高田
洋

htakada@sgu.a
c.jp

現在、調査報告書作成中であ
り、データは非公開です。将来
的に、社会・意識調査データ
ベース作成プロジェクト
（SORD：札幌学院大学 
http://sord-svr.sgu.ac.jp/）に
おいて公開する予定。

11 2011年8月～
継続中

作道信介
山口恵子

チーム北リアス 「聴き書き、野田
村の震災の記録」
聞き取り調査

岩手県九戸
郡野田村の
住民

岩手県九戸
郡野田村

面接聞き取り調査 震災の体験を記録に残すた
めに、震災当日のこと、その
後の生活、日々の思い、震災

なし B 村外の生活者への、アクセスに
困難な側面があった。

なし 2 弘前大学
ボランティ
アセンター

弘前大学ボラ
ンティアセン
ター

社会学、経済学、社会心理
学、法学などの学際的研究
チームによるプロジェクト聞き取り調査 住民 後の生活、日々の思い、震災

以前の暮らしなどについて聞
き取りを行う。

アセンタ タ
huvc@cc.hirosa
ki-u.ac.jp

チ ムによるプロジェクト

12 2011年11月
～12月

李永俊 弘前大学ボラン
ティアセンター

災害ボランティア
活動に関する意
識調査

弘前市・弘前
大学が運営
する災害ボ
ランティア活
動への参加
者。回収数
は191名

主に弘前市 市民に対しては、
質問紙を郵送。学
生に対しては、ボ
ランティア活動中
に配布。そのほ
か、メーリングリス
トでの告知による
個別の配布など

ボランティア活動参加者の、
参加するきっかけ、経験、参
加による変化などの意識や
行動のあり方について調査
し、今後の復興支援の在り方
や市民活動に関しての示唆
を得る

なし B 質問紙の配布・回収の仕方に頭
をひねった。最初は、回収数が
少なく、配布の仕方を広げて
行った。

なし 2 弘前大学
ボランティ
アセンター

弘前大学ボラ
ンティアセン
ター
huvc@cc.hirosa
ki-u.ac.jp

社会学、経済学、社会心理
学、法学などの学際的研究
チームによるプロジェクト

13 2011年8月 佐藤岩夫・
平山洋介

釜石市民の暮らし
と復興についての
意識調査（第１回）

岩手県釜石
市の浸水地
域に居住し
ていた人々

岩手県釜石
市

質問紙調査　ポス
ティング・郵送によ
る配布、郵送によ
る回収
約4000世帯に配布
（重複配布有）、約
1600世帯から有効
回答

震災前と後の居住地・住宅・
世帯構成・主な働き手の職の
状況・要介護者等の有無、震
災による被害、現在の主な収
入源、ローンの有無、今後の
生活再建や復興についての
考え、自由記述、等

http://jww.iss.u-
tokyo.ac.jp/fukko-
kamaishi/index.html

C 浸水地域に居住していた世帯へ
の全数調査配布を目指したが、
知人宅等への自力避難者の捕
捉が困難だった

なし 2 なし 東京大学社会
科学研究所　
佐藤岩夫研究
室
fukko-
kamaishi@iss.u
-tokyo.ac.jp

日本社会学会会員の参加者
は、大堀研、石倉義博、永井
暁子、西野淑美

14 2011年11月
～2012年10
月

東京大学
社会科学
研究所希
望学プロ
ジェクト

『震災の記憶』
オーラル・ヒスト
リー

岩手県釜石
市の市役所
職員や教育・
医療・企業関
係者等

岩手県釜石
市

非構造化インタ
ビュー（テーマは3
つ設定）
岩手県釜石市の
市役所職員や教
育・医療・企業関
係者等約50名

１．震災後1ヶ月間の行動、
２．復興に向けての歩み、３．
震災前、震災直後、現在にい
たる変化

なし E 現在進行形の問題も含むため、
公開の仕方について、手探りで
進めている

なし 2 なし 東京大学社会
科学研究所　
中村尚史
naofumin@iss.u
-tokyo.ac.jp

日本社会学会会員の参加者
は、吉野英岐、竹村祥子、大
堀研、石倉義博、西野淑美
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15 2012年7月 佐藤岩夫・
平山洋介

釜石市民の暮らし
と復興についての
意識調査（第２回）

岩手県釜石
市で被災し
た、仮設住
宅および「み
なし仮設住
宅」（民間賃
貸住宅、県
営住宅、市
営住宅、雇
用促進住宅）
居住者

岩手県釜石
市

質問紙調査　ポス
ティング・郵送によ
る配布、郵送によ
る回収

震災前と後の居住地・住宅・
世帯構成、市外に転出した家
族の有無、仕事の状況、困り
事およびその相談状況、今後
の生活再建や復興について
の考え、自由記述、等

http://jww.iss.u-
tokyo.ac.jp/fukko-
kamaishi/index.html

E 「みなし仮設住宅」居住者に配布
できるような段取りをつけること
が難しかった

なし 2 なし 東京大学社会
科学研究所　
佐藤岩夫研究
室
fukko-
kamaishi@iss.u
-tokyo.ac.jp

日本社会学会会員の参加者
は、大堀研、石倉義博、永井
暁子、西野淑美

16 2012年8月～ 西野淑美・
石倉義博

新川原町内会会
員への縦断調査

岩手県釜石
市鵜住居町
新川原地区
で被災した
23世帯（今後
調査対象を
増やす）

岩手県釜石
市鵜住居町
新川原地区

半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査　今後同
一世帯に縦断調査
岩手県釜石市鵜
住居町新川原地
区で被災した23世
帯

地震発生時の行動、避難先
と生活、現在の気がかりや希
望、住宅再建の見込みと居
住予定地、町にとっての最大
の課題、現在最も強く思うこ
と、震災前／現在の家族構
成・職業・住宅、震災の被害、
居住歴、出身地など

なし A 復興区画整理実施地域だが計
画内容が未確定であるため、地
域内の諸グループの動きから中
立を保つことに気を遣った

なし 2 なし 東洋大学社会
学部西野淑美
研究室
y_nishino@toyo.
jp

日本社会学会会員の参加者
は、石倉義博、平井太郎、西
野淑美

17 2012年9月～ 西野淑美・
石倉義博・
平井太郎

釜石市大川原地
区居住移動調査

東日本大震
災発生時に
釜石市大川
原地区に居
住していた方

東日本大震
災発生時に
釜石市大川
原地区に居
住していた
方の現住地

質問紙を用いた面
接・留置併用法
半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査

激甚津波被災地にもかかわ
らず自治会長の努力により震
災発生時の居住者の移動が
把握されている地区をモデル
として、全ての従前居住者の
震災後の移動履歴と各時点
における復興にかんする意
識を記録する

なし A、C なし なし 2 東洋大学
社会学部
西野研究
室

西野淑美
nyoshimi@nifty.
com

なし

18 2012年4～10 平井太郎 第2回八戸市被災 八戸市役所 青森県八戸 質問紙を用いた面 八戸市湊地区での復旧過程 なし A B C 国土交通省の実施した復興計 なし 2 弘前大学 平井太郎 国土交通省をはじめ既存の質18 2012年4～10
月

平井太郎 第2回八戸市被災
調査

八戸市役所
職員3名、八
戸市湊地区
関係者45名
ほか

青森県八戸
市

質問紙を用いた面
接・留置併用法
半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査
八戸市役所職員3
名、八戸市湊地区
関係者45名ほか

八戸市湊地区での復旧過程
の記録とそれを踏まえた不登
校児や障がい者、文化財など
従来の災害法制の諸盲点の
検証

なし A、B、C 国土交通省の実施した復興計
画に対する意向調査（質問紙）
の集計に重大な過誤があり、再
集計の必要を八戸市を通じて国
土交通省に依頼したものの許可
されなかった。

なし 2 弘前大学
大学院地
域社会研
究科

平井太郎
of-
hirai@nifty.com

国土交通省をはじめ既存の質
問紙調査の設計と分析には重
大な問題があるものが少なく
ないので、少なくとも専門社会
調査士による評価と再集計を
希望したい。

19 2012年4月～ 平井太郎・
檜槇貢

自治体間支援調
査・東北日本班

北海道・青森
県・秋田県・
山形県・新潟
県の自治体
（県・市町村）

北海道・青
森県・秋田
県・山形県・
新潟県

質問紙を用いた面
接・留置併用法
半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査

東日本大震災における自治
体間の人的・物的・金銭的お
よび受入支援の実態と、その
後の支援体制の構築過程の
把握

なし A、C なし なし 3 弘前大学
大学院地
域社会研
究科

平井太郎
of-
hirai@nifty.com

なし

20 2012年8月 土屋 葉 被災障害者インタ
ビュー調査

岩手県沿岸
部在住の被
災した障害
者とその家
族7ケース12
名

岩手県 半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査
岩手県沿岸部在
住の被災した障害
者とその家族7
ケース12名

震災前の生活状況（住まい、
家族・地域とのつながり、医
療保健／福祉サービス利用
状況、仕事、経済状況、趣
味・余暇生活）、震災直後の
状況、現在の生活状況などに
ついて。

なし C、E なし なし 2 なし 土屋葉
yout@vega.aich
i-u.ac.jp

今後宮城県、福島県において
も障害者・高齢者・母子世帯・
生活保護世帯等の「社会的弱
者」を対象としたインタビュー
調査、また仮設住宅での質問
紙調査を実施する予定です。
類似の調査を行っている研究
者・団体と情報交換させてい
ただきたく思います。

21 2012年8月 土屋 葉 震災等の被害に
あった「社会的弱
者」に関する調査

釜石市の障
害者支援ボ
ランティア団
体代表者、
相談支援員

岩手県釜石
市

半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査

震災直後から現在までの当
該団体の行っている障害者
支援について、また釜石市の
障害者支援の状況について
ヒアリングを行った。

なし C、E なし なし 3 なし 土屋葉
yout@vega.aich
i-u.ac.jp

なし
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調査の実施
時期 研究代表

者
研究グループ
名

調査名 調査対象者 調査対象
地域

調査方法詳細 調査内容
（50～100字程度）

web サイトのアドレ
ス

研究資金 調査を行う上で直面した問題 地域住民、各種
支援団体、自治
体との間で生じ
たトラブル

内容
1）原発事
故関連
2）それ以
外
3）両方を
含む

研究
分野

連携先の
名称

連絡先 その他のメッセージなど

22 2012年8月 土屋 葉 震災等の被害に
あった「社会的弱
者」に関する調査

郡山市の障
害者支援団
体職員、相
談支援員

福島県郡山
市

半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査

震災直後から現在までの当
該団体における障害者支援
について、また郡山市の障害
者支援の状況についてヒアリ
ングを行った。

なし C、E なし なし 2 なし 土屋葉
yout@vega.aich
i-u.ac.jp

なし

23 2012年9月 土屋 葉 震災等の被害に
あった「社会的弱
者」に関する調査

仙台市・石巻
市・山元町の
障害者支援
団体代表
者、石巻市
社会福祉協
議会職員

宮城県仙台
市、石巻
市、山元町

半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査

震災直後から現在までの当
該団体における障害者支援
について、また仙台市・石巻
市・山元町の障害者支援の
状況についてヒアリングを
行った。

なし C、E なし なし 2 なし 土屋葉
yout@vega.aich
i-u.ac.jp

なし

24 水田恵三 東日本大震災後
の仮設住宅の規
模、地域性、リー
ダーシップ及び集
団活動等が居住
者の集団帰属感
及び集団効力感
に及ぼす影響

名取市・岩沼
市・亘理町・
山元町など
の仮設住宅
住民

名取市・岩
沼市・亘理
町・山元町
などの仮設
住宅住民

聞き取り調査・留
め置き調査・訪問
面接調査の併用

設住宅における人間関係、地
域性などに主眼を置いたコ
ミュニティ調査を実施し、復興
への課題を明らかにする。具
体的には住宅自治会長や住
民に対する聞き取り調査、な
らびに面接法による仮設住宅
住民に対する質問紙調査を
実施している。

なし B なし なし 2 なし なし

25 内田龍史 宮城県名取市に
おける被災と復興
に関する定点観
測的調査

名取市民 名取市 質問紙調査 名取市民を対象とする被災と
復興に関する調査を実施し、
復興への課題を明らかにす
る。すでに2011年12月に、エ
リアサンプリングによる住民
意識調査を実施しているが、
2012年度 2013年度と継続

http://www.shokei.jp
/faculty/university/s
ociety/information/d
etail.php?p=67

H なし なし 2 なし 内田龍史
r_uchida@shoke
i.ac.jp

なし

2012年度、2013年度と継続
的・定点観測的に調査を実施
することで、復興の過程と課
題の変化を探る。

26 内田龍史 名取市閖上地区
における共同体再
生のためのアク
ション・リサーチ

名取市閖上
地区住民

名取市閖上
地区

聞き取り調査等 地域文化に関する聞き取り調
査を行い、つながりを維持す
るためのイベント等を、地域
住民と共同するアクション・リ
サーチの手法で実施してい
る。

なし H なし なし 2 なし 内田龍史
r_uchida@shoke
i.ac.jp

なし

27 2011年1月～
現在

中澤秀雄 気仙沼市面瀬地
区形成史調査

尾崎自治
会、面瀬中
仮設住民な
ど

気仙沼市 自由面接 生活史の記憶、津波の記憶
や避難行動、集団移転への
態度、など

なし C 信頼関係構築のため、snow ball 
方式でゆっくりと進める他はない

なし 2 なし 中澤秀雄
nakazawa@tam
acc.chuo-
u.ac.jp

なし

28 2011年6月～
現在も継続

浦野正樹 聞き取り調査およ
び質問紙調査

行政職員、
大槌町民、
漁業関係者

岩手県大槌
町

聞き取り調査およ
び質問紙調査（郵
送調査および面
接）

震災直後の緊急対応、復旧、
復興の状況、各災害過程で
の課題など

なし A、C、E なし なし 2 防災都市
計画研究
所、岩手大
学

浦野正樹
muranolt@wase
da.jp

なし

29 2011年6月～
現在も継続

浦野正樹 聞き取り調査 行政職員、
災害ボラン
ティアセン
ター、地元
NPO、いわき
市民、いわき
市へ避難す
る原発避難
者

福島県いわ
き市

聞き取り調査 震災直後の緊急対応、復旧、
復興の状況、各災害過程で
の課題など

なし A、C なし なし 3 いわき明星
大学

浦野正樹
muranolt@wase
da.jp

なし
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調査の実施
時期 研究代表

者
研究グループ
名

調査名 調査対象者 調査対象
地域

調査方法詳細 調査内容
（50～100字程度）

web サイトのアドレ
ス

研究資金 調査を行う上で直面した問題 地域住民、各種
支援団体、自治
体との間で生じ
たトラブル

内容
1）原発事
故関連
2）それ以
外
3）両方を
含む

研究
分野

連携先の
名称

連絡先 その他のメッセージなど

30 2012年8～10
月

大矢根淳 石巻市における仮
設住宅の実態調
査

石巻市の仮
設住宅住民

宮城県石巻
市

質問紙を用いた面
積・留置き併用法

避難行動、被災状況、仮設住
宅での生活課題、地域の連
帯意識、避難先での人付き
合い、復興へのビジョンなど

なし E、G、H なし なし 2 早稲田大
学、東京農
工大学、石
巻専修大
学、NPO法
人フェアト
レード東北

大矢根淳
joyane@isc.sen
shu-u.ac.jp

なし

31 2011年4月～
2012年10月

東日本大
震災女性
支援ネット
ワーク調
査チーム
（「支援者
調査担当　
池田恵子・
柘植あづ
み」）

「東日本大震災に
おける支援活動
の経験に関する
調査報告書」

支援活動に
関わった個
人、グループ
（40件、50
名）

岩手県、宮
城県、福島
県、その他

半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査
支援活動に関わっ
た個人、グループ
（40件、50名）

女性団体、行政、NPO、個人
など様々な立場で支援活動
をされてきた方々が、女性や
多様な立場の人々への支援
を始めたきっかけや、女性や
マイノリティのニーズを知るた
めの工夫、今後さらに女性支
援を活かす体制、支援者の
困難などの聞き取り調査を実
施した。

http://risetogetherjp.
org/

E 2011年4月末から準備をはじめ、
6月から調査を実施したが、被災
地で支援活動をしている方には
紹介者を通さないと話を聞くの
が難しかった。被災地への移動
手段と費用、宿泊等にも困難が
あった。なぜ「女性・多様性の視
点からの支援」の調査が必要か
を理解してもらうのが難しかっ
た。公的職場の方たちの状況を
公表することの難しさに直面し
た。

ない 3 東日本大
震災女性
支援ネット
ワーク

〒113-0023 東
京都文京区向
丘1-7-8　
office@risetoge
therjp.org

ジェンダーとマイノリティの視
点からの支援、復興・防災計
画等について調べてきました。
2012年10月に報告書をまとめ
ました。目次、入手方法はweb
サイトをご覧ください。

32 2012年8～9
月

遠藤洋二 関西福祉科学
大学社会福祉
学部社会福祉
学科共同研究

被災地における
ソーシャルワー
カーへの聞き取り
調査

被災地域の
ソーシャル
ワーカー

宮城県全域 半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査

災害時におけるソーシャル
ワーカーの支援実態など

なし B 調査協力を得られるソーシャル
ワーカーが限定されている。

なし 2 F 関西福祉
科学大学
社会福祉
学部社会
福祉学科

野村恭代　　　　
　
nomura@fuksi-
kagk-u.ac.jp

被災地域全域を対象として調
査を展開する予定です。

33 2011年7月 文屋俊子 社会調査実習　
震災班

東日本大震災に
関する調査

福岡県立大
学学生

福岡県 質問紙調査 被災地に遠い大学における
大震災の影響に関する学生
対象の実態調査

なし B なし（強いて言えば学生指導上
の困難）

なし 3 J 福岡県立
大学人間
社会学部
公共社会

文屋俊子
bunya@fukuoka
-pu.ac.jp

調査実習の授業で実施した調
査ですので研究といえるほど
のものではありません。福岡
県立大学学生の震災の受け公共社会

学科
県立大学学生の震災の受け
止めのささやかな記録です。

34 2012年７～８
月

文屋俊子 社会調査実習　
行政支援班

大震災の被災地
に対する行政支
援に関する調査

2011年中に
東松島市に
行政支援に
派遣された
福岡県職員
及び県内市
町村職員

福岡県 メール添付ファイ
ルによる質問紙調
査、

東松島市に福岡県（市町村を
含む）から行政支援に派遣さ
れた職員118名の実態調査

なし B 調査以前に実態が不明な点が
多く、自由記述のアフターコード
が多い

なし（協力していた
だいた）

2 I、J 福岡県立
大学人間
社会学部
公共社会
学科

文屋俊子
bunya@fukuoka
-pu.ac.jp

上記に同じく調査実習の授業
で実施した調査です。回収率
が２６％程度で実態反映に難
があることをご承知置きくださ
い。

35 2012年10月 田間泰子 個人 災害時における妊
産婦支援に関す
るヒアリング

石巻市役所・
子育て支援
担当者計6名

宮城県石巻
市

半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査
石巻市役所・子育
て支援担当者計6
名

妊産婦育児支援に関する困
難と課題・展開についてのヒ
アリング

なし C なし 公開できない 2 D、E、
F、J

なし 田間泰子
tama@hs.osaka
fu-u.ac.jp

なし

36 2012年10月 田間泰子 個人 災害時における妊
産婦支援に関す
るヒアリング

宮城県助産
師会会長1名

宮城県仙台
市

半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査
宮城県助産師会
会長1名

妊産婦への支援内容と職能
団体としての困難など

なし C なし 公開できない 2 D、E、
F、J

なし 田間泰子
tama@hs.osaka
fu-u.ac.jp

なし
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調査の実施
時期 研究代表

者
研究グループ
名

調査名 調査対象者 調査対象
地域

調査方法詳細 調査内容
（50～100字程度）

web サイトのアドレ
ス

研究資金 調査を行う上で直面した問題 地域住民、各種
支援団体、自治
体との間で生じ
たトラブル

内容
1）原発事
故関連
2）それ以
外
3）両方を
含む

研究
分野

連携先の
名称

連絡先 その他のメッセージなど

37 2012年7～8
月

山地久美
子

田間泰子、金千
秋、陳來幸

ジェンダーと災害
復興科研(科研基
盤研究Ｂ)

石巻市役所1
名、南三陸
町仮設住宅
住民1名、赤
十字石巻病
院1名、スズ
キ記念病院1
名、とも子助
産院1名、
NPO国際村1
名ほか

宮城県石巻
市と南三陸
町

半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査
石巻市役所1名、
南三陸町仮設住
宅住民1名、赤十
字石巻病院1名、
スズキ記念病院1
名、とも子助産院1
名、NPO国際村1
名ほか

南三陸町志津川地区避難所
での生活上の困難と今後の
復興政策に関する意見ヒアリ
ング、石巻市役所・日赤石巻
病院ヒアリングほか

なし C なし 公開できない 2 D、E、
F、J

なし 田間泰子
tama@hs.osaka
fu-u.ac.jp

なし

38 2012年12月 田間泰子 大淵裕美 ケアとしての妊
娠・出産とノーマラ
イゼーション

奈良県市町
村看護職員
協議会

奈良県 半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査

東日本大震災を契機に奈良
県の妊産婦支援に関してど
のような影響があったか他

なし C なし 公開できない 2 D、E、
F、J

なし 田間泰子
tama@hs.osaka
fu-u.ac.jp

なし

39 2011年11～
12月

間々田孝
夫、村瀬
洋一

生活と防災につい
ての仙台市民意
識調査　2011年

20歳以上の
仙台市 2100
人対象　人
口分布を元
に地図上で
選んだ70地
点から30人
の個人を抽
出

宮城県仙台
市

調査員が調査票を
配布し、回収にう
かがう、留め置き
法による統計的社
会調査（無作為抽
出による）　　　立
教大学と東北大学
の共同での調査
20歳以上の仙台
市 2100人対象　人
口分布を元に地図
上で選んだ70地点
から30人の個人を
抽出

震災後の社会意識や不安
感、精神状態、原発に対する
意識、震災による損害、停電
や断水日数

http://www2.rikkyo.a
c.jp/web/murase/11
send.htm

B　【立教
大学学術
推進特別
重点資金
(SFR)】  
「東日本大
震災・復興
支援関連
研究」
(H23-25年
度)「震災
被害の格
差に関する
統計的社
会調査に

社会調査が多すぎることを事前
に懸念し、東北大本部の事務官
が非協力的だったが、実際の調
査実施にはあまり問題なかっ
た。避難者が選挙人名簿に入っ
ていない可能性があるため、あ
えて地図上の抽出とした

とくになし 3 立教大学　
社会調査
データアー
カイブ　　
https://rud
a.rikkyo.ac.j
p/dspace/

村瀬　洋一
muraseyo@gma
il.com

分析に参加したい人がいれば
歓迎します。既に立教大学の
データアーカイブにて2011
データを公開しています。2013
年までのプロジェクトなのでま
だ研究成果のまとめはしてい
ません。

会調査に
よる実証研
究　－震災
被害と社会
階層の関
連」研究分
担者（研究
代表者：立
教大学社
会学部・教
授・間々田
孝夫）研究
経費計888
万円 ※研
究課題全
体の総額
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調査の実施
時期 研究代表

者
研究グループ
名

調査名 調査対象者 調査対象
地域

調査方法詳細 調査内容
（50～100字程度）

web サイトのアドレ
ス

研究資金 調査を行う上で直面した問題 地域住民、各種
支援団体、自治
体との間で生じ
たトラブル

内容
1）原発事
故関連
2）それ以
外
3）両方を
含む

研究
分野

連携先の
名称

連絡先 その他のメッセージなど

40 2012年11～
12月

間々田孝
夫、村瀬
洋一

生活と防災につい
ての仙台市民意
識調査　2012年パ
ネル調査

20歳以上の
仙台市 2100
人対象　上
記の2011調
査で回答し
た人に対す
るパネル調
査

宮城県仙台
市

調査員が調査票を
配布し、回収は郵
送（郵送留め置き
法）による統計的
社会調査（無作為
抽出による）　　　
立教大学と東北大
学の共同での調査
20歳以上の仙台
市 2100人対象　上
記の2011調査で回
答した人に対する
パネル調査

昨年からの社会意識や不安
感、精神状態、の変化

http://www2.rikkyo.a
c.jp/web/murase/11
send.htm

B　同上 とくになし 3 立教大学　
社会調査
データアー
カイブ　　
https://rud
a.rikkyo.ac.j
p/dspace/

村瀬　洋一
muraseyo@gma
il.com

分析に参加したい人がいれば
歓迎します。既に立教大学の
データアーカイブにて2011
データを公開しています。2013
年までのプロジェクトなのでま
だ研究成果のまとめはしてい
ません。

41 2012年11～
12月

間々田孝
夫、村瀬
洋一

生活と防災につい
ての仙北地域住
民調査　2012年

宮城県黒川
郡周辺の郡
部　2000人
対象

仙台市の北
に位置する
郡部

郵送調査（配布も
回収も郵送）　選挙
人名簿から無作為
抽出　　　立教大学
と東北大学の共同
での調査
宮城県黒川郡周
辺の郡部　2000人
対象

震災後の社会意識や不安
感、精神状態、原発に対する
意識、震災による損害、停電
や断水日数

http://www2.rikkyo.a
c.jp/web/murase/11
send.htm

B　同上 とくになし 3 立教大学　
社会調査
データアー
カイブ　　
https://rud
a.rikkyo.ac.j
p/dspace/

村瀬　洋一
muraseyo@gma
il.com

分析に参加したい人がいれば
歓迎します。既に立教大学の
データアーカイブにて2011
データを公開しています。2013
年までのプロジェクトなのでま
だ研究成果のまとめはしてい
ません。

42 2011年6～7
月

高橋征仁 Goodwin R, 
Sun S, 
Gaines SO Jr

東日本大震災と
福島原発事故に
関する調査

全国8大学の
学生

全国調査 質問紙を用いた集
合自記式調査

大学生における地震と原発
事故に対するリスク意識

http://www.plosone.o
rg/article/info%3Adoi
%2F10.1371%2Fjourna
l.pone.0037690

A、H なし なし 3 B、D、
J

山口大学
人文学部

高橋征仁
takahasi@yama
guchi-u.ac.jp

なし

43 2011年11月 後藤範章 個人 原発事故に伴う広
域避難と支援に関
わる石垣市での
予備調査

１．避難者支
援団体のメ
ンバー3名、
２．東京圏か
らの避難者1
名

沖縄県石垣
市

インテンシブなイン
タビュー調査（非構
造化面接）
１．避難者支援団
体のメンバー3名、
２．東京圏からの
避難者1名

支援活動と避難生活に関わ
るあらゆること

なし A 特になし 特になし 1 C、F、J なし 後藤範章
ngotoh@chs.nih
on-u.ac.jp

なし

44 2012年9月 後藤範章 宝田惇史 原発事故に伴う広
域避難と支援に関
わる石垣市での
本調査

１．避難者支
援団体のメ
ンバー5名、
２．東京圏か
らの避難者
10名、３．福
島県からの
避難者5名

沖縄県石垣
市

1.インテンシブなイ
ンタビュー調査（非
構造化面接）
2.ビジュアル調査
（映像フィールド
ワーク）

支援活動と避難生活に関わ
るあらゆること

なし C、D 学部の学生が2名同行したことも
あり、経費を確保するのが大変
であった。

特になし 1 C、F、J なし 後藤範章
ngotoh@chs.nih
on-u.ac.jp

以下の3つの研究費（共同研
究プロジェクト）による。
文科省科研費・基盤研究(A)
（研究代表者：加藤眞義 福島
大学教授）
文科省科研費・挑戦的萌芽研
究（研究代表者：後藤範章 日
本大学教授）
厚労省科研費・地球規模保健
課題推進研究事業（研究代表
者：山下祐介 首都大学東京
准教授）
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調査の実施
時期 研究代表

者
研究グループ
名

調査名 調査対象者 調査対象
地域

調査方法詳細 調査内容
（50～100字程度）

web サイトのアドレ
ス

研究資金 調査を行う上で直面した問題 地域住民、各種
支援団体、自治
体との間で生じ
たトラブル

内容
1）原発事
故関連
2）それ以
外
3）両方を
含む

研究
分野

連携先の
名称

連絡先 その他のメッセージなど

45 2013年3月に
実施予定

後藤範章 宝田惇史 原発事故に伴う広
域避難と支援に関
わる岡山市での
本調査

避難者支援
団体のメン
バーと自主
避難者

岡山県岡山
市

インテンシブなイン
タビュー調査（非構
造化面接）

支援活動と避難生活に関わ
るあらゆること

なし C、D 特になし 1 C、F、J なし 後藤範章
ngotoh@chs.nih
on-u.ac.jp

以下の3つの研究費（共同研
究プロジェクト）による。
文科省科研費・基盤研究(A)
（研究代表者：加藤眞義 福島
大学教授）
文科省科研費・挑戦的萌芽研
究（研究代表者：後藤範章 日
本大学教授）
厚労省科研費・地球規模保健
課題推進研究事業（研究代表
者：山下祐介 首都大学東京
准教授）

46 2011年3月～ 原田 峻・
西城戸 誠

「広域避難者研
究会・埼玉班」

埼玉県における原
発避難者の受け
入れと支援に関す
る調査

福島県等か
ら埼玉県へ
の避難者、
埼玉県内で
支援活動を
おこなってい
る各種市民
団体、避難
者を受け入
れた自治体
の担当課職
員、など

埼玉県全域 インタビュー調査、
参与観察、質問紙
調査

埼玉県をフィールドとして、自
治体による原発避難者の受
け入れと、各種市民団体によ
る避難者支援の状況、避難
者自身によるネットワークの
形成過程などについて調査し
ている。

なし A、C、G フィールドを同じくする他分野の
研究者との、調査をめぐる見解
の相違

なし 1 C、F 「広域避難
者研究会」
（代表：後
藤範章・山
下祐介）

原田　峻
harashun84@g
mail.com

なし

47 2011年7月〜
10月

宮内泰介 北海道大学、法
政大学（西城戸
誠、黒田暁、平
川全機）

北上地区エリア集
団高台移転に関
する住民間合意
形成調査

旧北上町地
区エリア被
災住民

宮城県旧北
上町地区

ワークショップの
ファシリテーション

石巻市北上総合支所と地域
住民による集団高台移転の
合意形成へ側面から参画

http://miya.let.hokud
ai.ac.jp/

A、C なし なし 2 C、E、I 法政大学、
神戸女学
院大学、石
巻市北上
総合支所

北海道大学文
学研究科宮内
泰介研究室
miyauchi@let.h

総合支所、
NPO法人
PARCIC

okudai.ac.jp

48 2012年8月 宮内泰介 北海道大学、法
政大学（西城戸
誠、黒田暁、平
川全機）

北上地区エリア復
興に関する住民
聞き取り調査

旧北上町地
区被災住民
計59名

宮城県旧北
上町地区

聞き取り調査
旧北上町地区被
災住民計59名

石巻で活動しているNPO法人
PARCIC、日本建築家協会有
志、国際環境支援団体である
NPO法人FOEJapanおよび地
元自治体（石巻市北上総合
支所）と連携、集団移転をは
じめ、北上町の今後の復興
の方向性を探るためのボトム
アップ型の調査

http://miya.let.hokud
ai.ac.jp/

A、C 大人数を動員する大規模な調査
のため全体のマネジメントに多
少の困難があった。建築家と社
会学者の合同調査は実験的な
面も含んでいたが、住民意識の
すくい上げの手法の点で意見の
違いを見ることもあった

なし 2 C、E、I 法政大学、
立教大学、
神戸女学
院大学、石
巻市北上
総合支所、
NPO法人
PARCIC、
NPO法人
FOEJapan
、日本建築
家協会

北海道大学文
学研究科宮内
泰介研究室
miyauchi@let.h
okudai.ac.jp

49 2011 年10～
12月

吉田　毅 個人 被災したスポーツ
界の復興へ向け
た力に関する調査

宮城県農業
高校野球
部、宮城ＭＡ
Ｘ、日本製紙
石巻硬式野
球部

名取市、仙
台市、石巻
市

半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査

各スポーツ集団およびメン
バーの被災の様相と復興へ
向けたプロセスについて

なし G 調査対象者との調査日時の調
整

なし 2 A、E、
F、J

なし 吉田　毅
yosidat@tohtec
h.ac.jp

甚大な被害を受けた集団ない
し個人の復興への様子につい
て調査されている方がおられ
たら、当該知見等を教えて頂
きたく思います。

50 2011年7月29
日〜8月2日

遠藤薫 個人 東日本大震災に
関するアンケート

被災三県と
首都圏の20
～69歳の男
女個人

被災三県と
首都圏

インターネット・モ
ニター調査

東日本大震災がいかなる社
会変容をもたらす出来事とし
て社会成員に捉えられている
かを実証的に明らかにする

なし A なし なし 3 C、D、
E、F、
H、I、J

学習院大
学法学部
遠藤研究
室

遠藤薫　
kaoru.endo@ga
kushuin.ac.jp

なし
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調査の実施
時期 研究代表

者
研究グループ
名

調査名 調査対象者 調査対象
地域

調査方法詳細 調査内容
（50～100字程度）

web サイトのアドレ
ス

研究資金 調査を行う上で直面した問題 地域住民、各種
支援団体、自治
体との間で生じ
たトラブル
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1）原発事
故関連
2）それ以
外
3）両方を
含む

研究
分野

連携先の
名称

連絡先 その他のメッセージなど

51 2012年6月2
日〜6月4日

遠藤薫 個人 東日本大震災に
関するアンケート

被災三県と
首都圏の20
～69歳の男
女個人

被災三県と
首都圏

インターネット・モ
ニター調査

東日本大震災がいかなる社
会変容をもたらす出来事とし
て社会成員に捉えられている
かを実証的に明らかにする

なし D なし なし 3 C、D、
E、F、
H、I、J

学習院大
学法学部
遠藤研究
室

遠藤薫　
kaoru.endo@ga
kushuin.ac.jp

なし

52 2012年11月1
日〜6日

遠藤薫 東日本大震災
に対する価値観
に関する実証的
研究プロジェクト

東日本大震災か
らの復興に向けた
総合的社会調査

全国の20-79
歳男女個人

日本全国 質問紙を用いた留
置調査法

東日本大震災からの復興を
どのように行ったらよいかを
考えていくために、人びとの
災害や復興に対するご意見
を聞くアンケート調査震災や
今後の日本のありかたに関
連するテーマについて、質
問。

なし C なし なし 3 C、D、
E、F、
H、I、J

学習院大
学法学部
遠藤研究
室

遠藤薫　
kaoru.endo@ga
kushuin.ac.jp

なし

53 2012年11月1
日〜6日

遠藤薫 東日本大震災
に対する価値観
に関する実証的
研究プロジェクト

東日本大震災か
らの復興に向けた
総合的社会調査

被災三県の
20-79歳男女
個人

被災三県 質問紙を用いた留
置調査法

東日本大震災からの復興を
どのように行ったらよいかを
考えていくために、人びとの
災害や復興に対するご意見
を聞くアンケート調査震災や
今後の日本のありかたに関
連するテーマについて、質
問。

なし C 被害の深刻な地域については調
査不能

なし 3 C、D、
E、F、
H、I、J

学習院大
学法学部
遠藤研究
室

遠藤薫　
kaoru.endo@ga
kushuin.ac.jp

なし

54 2012年11月
29日〜12月3
日　および　
12月17日〜
19日

遠藤薫 個人 東日本大震災と
2012年総選挙事
前・事後調査

被災三県と
首都圏、関
西圏の20〜
69歳の男女
個人

被災三県と
首都圏、関
西圏の20〜
69歳の男女
個人

インターネット・モ
ニター調査

東日本大震災による価値観、
社会意識、政治意識の変化
と2012年総選挙がどのように
関連しているか

なし D なし なし 3 C、D、
E、F、
H、I、J

学習院大
学法学部
遠藤研究
室

遠藤薫　
kaoru.endo@ga
kushuin.ac.jp

なし

55 2012年4月～
年 月

井上治代
東洋大学

プロジェクトの中
個人

東日本大震災に
よる被災遺族

家族を亡くし
た被災遺

宮城県石巻
市

インタビュー調査、
聞き取り調査 半

　東日本大震災の被災地・石
巻市 お をめぐる

なし A、B 今のところなし なし 2 J 東洋大学
東洋学研

井上治代 なし
2015年3月 東洋大学

東洋学研
究所　プロ
ジェクト
「現代日本
における
命―死の
受容を通
じての命
の考察―」
（代表者・
山崎甲一）
に所属す
る研究。

の個人。
東洋大学東洋
学研究所のプロ
ジェクト「現代日
本における命―
死の受容を通じ
ての命の考察
―」の中で、井
上治代の研究
課題として行っ
ている。したがっ
て被災地の調査
に関しては「個
人」。

よる被災遺族の
死の受容・葬送儀
礼・霊魂観

た被災遺
族。被災住
民や寺の僧
侶ほか。

市。テーマ
によっては
複数の東北
地方の被災
地域

聞き取り調査、半
構造化された質問
紙を用いた聞き取
り調査。

巻市において、死をめぐる
人々の意識や行動を通じて、
喪失観・葬送儀礼・霊魂観に
ついての分析を試みる。①
「喪失体験」：1年、2年を経て
被災遺族が喪失体験をどう
語るのか。②仮埋葬：仮埋葬
の実態と、近年において常態
的に行なわれてきた火葬と違
う葬法に対する人々の意識。
③多発している「死者の霊が
出た」という怪奇現象。④「慰
霊の桜」を植樹する活動の意
味と人々の意識などを調査す
る。

東洋学研
究所

inoueh@toyo.jp

56 2011年12月 阿部晃士 岩手県立大学
総合政策学部
震災復興研究
会社会調査チー
ム（茅野恒秀、
堀篭義裕ほか）

復興に関する大
船渡市民の意識
調査

20歳から79
歳の大船渡
市民2000人
（選挙人名簿
から無作為
抽出）

岩手県大船
渡市

質問紙を用いた郵
送調査（パネル調
査の第1回）
郵送法、大船渡市
民、2段無作為抽
出（確率比例抽出
法）、2000人、有効
回答1,239人、回収
率61.2％

震災による被害、震災前後の
居住地、今後の居住に関す
る希望、仕事の変化、生活上
の変化、不安感、生活の見通
し、震災前の近所づきあい、
行政の取り組みの評価、復
興のスピードに関する評価、
復興計画の評価など

なし B、C 震災から9カ月後の時点で、行
方不明者等を含まないよう標本
抽出をするため市の協力を得
た。

なし 2 A、E なし 山形大学人文
学部・阿部晃
士
kabe@human.kj.
yamagata-
u.ac.jp

なし

57 湯浅正恵 広島県広島
市

参与観察 福島原発事故により、広島に
避難した家族の会、反原発の
会の活動に不定期に係わっ
ている。

G 特になし 特になし 1 B、C 広島市立
大学国際
学部

湯浅正恵 
yuasa@intl.hiro
shima-cu.ac.jp
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調査の実施
時期 研究代表

者
研究グループ
名

調査名 調査対象者 調査対象
地域

調査方法詳細 調査内容
（50～100字程度）

web サイトのアドレ
ス

研究資金 調査を行う上で直面した問題 地域住民、各種
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体との間で生じ
たトラブル
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1）原発事
故関連
2）それ以
外
3）両方を
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分野

連携先の
名称

連絡先 その他のメッセージなど

58 2012年10月
〜2014年9月

長谷川公
一

コミュニティ復興
再生研究会

被災地域コミュニ
ティの復興と再生
に関する調査

宮城県気仙
沼市・南三陸
町と登米市
の行政担当
者、被災者
リーダー、漁
協 農協

おもに宮城
県気仙沼
市・南三陸
町と登米市

半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査

避難所での生活上の困難と
今後の復興政策に関する意
見など

なし F 現時点ではなし なし 2 A、C、
D、E、
F、G、
J

公益財団
法人みや
ぎ・環境とく
らしネット
ワーク
（MELON)

長谷川公一
k-
hase@sal.tohok
u,ac.jp

なし

59 2012年4～11
月

岡村圭子 個人 震災直後の草加
松原団地住民の
情報行動

草加松原団
地住民

草加松原団
地（埼玉県
草加市）

松原団地の高齢
住民への聞き取り
調査
10名（65～85歳、
男性2名、女性8
名）

団地内での震災後の情報行
動の調査および団地建替え
後の防災計画のあり方につ
いての考察

なし A 個人情報へのアクセスの難しさ なし 2 D、F 獨協大学
地域総合
研究所

岡村圭子 なし

60 2013年2月 青柳みど
り

(独）国立環境研
究所社会環境シ
ステム研究セン
ター

ライフスタイルに
関する世論調査

20-74歳男女
個人

日本全国 専門調査員による
個人面接法

省エネ行動、リスク認知、原
子力政策についての考え、環
境に配慮した消費行動、ﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱ活動、社会関係資本など

http://www.nies.go.
jp/whatsnew/2013
/20130124/201301
24.pdf

F 津波被害を受けた地域が調査
不能ではないが、回答者の心理
的負担を考え、代替地点を抽出
し直した。

なし 3 B、F、
G、I

青柳みどり
aoyagi@nies.go.
jp

実査は(株)サーベイリサーチ
センターに委託

61 2012年10月 青柳みど
り

(独）国立環境研
究所社会環境シ
ステム研究セン
ター

安全安心社会構
築に関するフォー
カスグループイン
タビュー調査

25-60歳男女 千葉東葛地
域、東京都
区部

機縁法による6人
づつ4グループ
（25-60歳男女）

震災時の行動、震災後の行
動、震災リスク認知、エネル
ギー消費、原発事故につい
て、リスクトレードオフなど

F 特になし なし 3 B、F、
G、I

青柳みどり
aoyagi@nies.go.
jp

なし

62 2013年2月 青柳みど
り

(独）国立環境研
究所社会環境シ
ステム研究セン
ター

安全安心社会構
築に関するフォー
カスグループイン
タビュー調査

25-49歳男女 千葉東葛地
域、東京都
区部

機縁法による6人
づつの１グループ
（25-60歳男女）

原発のイメージ、震災後の食
品安全について除染活動、
がれきの広域処理について

F 特になし なし 3 B、F、
G、I

青柳みどり
aoyagi@nies.go.
jp

なし

63 2012年8月～
年 月（さ

岩手大学
地域防災

麦倉哲、広田純
（岩手大学農

学びを通じた被災
地 地域

（左記Bにつ
）①（イ

岩手県上閉
伊郡大槌町

①インタビュー調
査 参与観察 ②

地域防災のための証言聴き
取り 記録化 今後 防災学

なし D なし なし 2 岩手大学
教育学部

mugikura@iwat なし
2013年6月（さ
らに継続予
定）

地域防災
研究セン
ター長、堺
茂樹

一（岩手大学農
学部）、吉川忠
寛、浦野正樹、
大屋根淳、飯坂
正弘、梶原昌五
ほか

地の地域コミュニ
ティ再生支援事業
（A大槌町安渡地
区、B吉里吉里地
区。うちAは防災
都市計画研究所
吉川忠寛が統括。
Bは麦倉が統
括。）

いて）①（イン
タビュー）大
槌町吉里吉
里地区関係
者、②（避難
行動・避難所
運営）大槌町
吉里吉里地
区住民

伊郡大槌町
吉里吉里

査、参与観察、②
質問紙を用いた個
別面接、留置回
収、留置郵送回収
併用

取り、記録化、今後の防災学
習のための資料化・教材化。

教育学部
社会学研
究室、麦倉
哲

e-u.ac.jp

64 2011年6月
2014年9月

麦倉哲 梶原昌五、飯坂
正弘、竹村祥子
ほか

A「沿岸地域の復
興とコミュニティの
再建ならびに持続
可能な社会の構
築に関する研
究」、B「岩手大学
三陸復興推進機
構・地域社会の持
続性とコミュニティ
の再生グループプ
ロジェクト」

①大槌町避
難所代表者
（全数）、②
大槌町内仮
設住宅入居
者（18歳以
上）、③消
防、漁業関
係者、地域
活動者

岩手県上閉
伊郡大槌
町、下閉伊
郡山田町大
沢地区

①インタビュー調
査、②質問紙を用
いた個別面接、留
置回収、留置郵送
回収併用（２年目
から面接重視）、③
インタビュー、参与
観察

①地震・津波後の行動、救
急・救命活動、避難所運営な
ど、②世帯構成、住宅、就業・
生計、地域関係、意識などに
ついて、被災前、直後、２年
目、3年目の変化を追う。避難
行動・愛他的行動、復興まち
づくりなども質問。③被災時
のこと復興について

http://soc-
sanriku.edu.iwate-
u.ac.jp/index.php?id=
12070001

D、E なし なし 2 A、B、
C、D、
E、F

岩手大学
教育学部
社会学研
究室、麦倉
哲

mugikura@iwat
e-u.ac.jp

なし

65 2011年6月～ 麦倉哲 岩手大学と岩手
県久慈市の連
携プロジェクト

①久慈市民生委
員調査、②久慈市
仮設住宅入居者
調査

①久慈市民
生委員、②
久慈市仮設
住宅入居者

久慈市 ①質問紙を用いた
配票・回収（自記
式調査）、②質問
紙を用いた個別面
接、留置回収。

①民生委員の方がたが地
震、津波の時、避難所開設・
運営についてどのように行動
したか、②世帯構成、住宅、
就業・生計、地域関係、意識
などについて。避難行動・愛
他的行動、復興まちづくりな
ども質問。

なし B なし なし 2 岩手大学
教育学部
社会学研
究室、麦倉
哲

mugikura@iwat
e-u.ac.jp

なし
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66 2012年4月～
2014年3月

麦倉哲 麦倉哲 新学術領域ー貧
困プロジェクト「被
災地における脆弱
性と貧困」

主として岩手
県上閉伊郡
大槌町の被
災者、ならび
に自分自身・
支援的関係
者

主として岩
手県上閉伊
郡大槌町、
町外の避難
地。

インタビュー調査、
支援的関与観察
（支援主体側の自
己分析、リフレク
ティブな観察）

①ライフヒストリー、②被災前
の生活、③被災による生活の
変化、④復興の状況、⑤今後
の展望、⑥生活諸課題への
対応

なし C なし なし 2 なし

67 2012月1月 高木竜輔 柳澤孝主、菊池
真弓、菅野昌
史、大橋保明

「震災後における
楢葉町高校生世
代の現在の生活
と将来に関する意
識調査」

16～18歳の
楢葉町町民

福島県楢葉
町

質問紙を用いた郵
送調査

避難場所、世帯分離の状態、
学校選択、避難生活での困り
ごと、友人との交流状況など

なし H 特になし 特になし 1 B、C、E なし 高木竜輔
r-
takaki@iwakimu
.ac.jp

68 2012年2月 高木竜輔 柳澤孝主、菊池
真弓、菅野昌
史、大橋保明

「震災後における
楢葉町町民の現
在の生活と将来に
関する意識調査」

20～79歳の
楢葉町町民

福島県楢葉
町

質問紙を用いた郵
送調査

避難場所、世帯分離の状態、
生活再建の状況、避難生活
での困りごと、近隣との人間
関係など

なし B 特になし 特になし 1 B、C、E なし 高木竜輔
r-
takaki@iwakimu
.ac.jp

69 2012年10月
～12月

高木竜輔 柳澤孝主、菊池
真弓、菅野昌
史、石丸純一

川内村村民に対
するアンケート調
査

川内村全世
帯

福島県川内
村

質問紙を用いた郵
送調査

避難場所、世帯分離の状態、
生活再建の状況、避難生活
での困りごと、復興に対する
意識ど

なし H 特になし 特になし 1 B、C、E なし 高木竜輔
r-
takaki@iwakimu
.ac.jp

70 2012年4月～ 田中重好・
黒田由彦

自治体間支援調
査・東海班

静岡・愛知・
三重・岐阜県
の自治体
（県・市町村）

静岡県・愛
知県・三重
県・岐阜県

質問紙を用いた面
接・留置併用法
半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査

東日本大震災における自治
体間の人的・物的・金銭的お
よび受入支援の実態と、その
後の支援体制の構築過程の
把握

なし A、C なし なし 3 F 名古屋大
学環境学
研究科社
会学講座

黒田由彦
krd@nagoya-
u.jp

なし

71 2012年4月～ 横田尚俊・
速水聖子・

自治体間支援調
査・中四国班

山口・宮崎・
香川・愛媛・

山口県・宮
崎県・香川

質問紙を用いた面
接・留置併用法

東日本大震災における自治
体間の人的・物的・金銭的お

なし A、C なし なし 3 F 山口大学
人文学部

横田尚俊
n.y@yamaguchi

なし
速水聖子
室井研二

査 中四国班 香川 愛媛
徳島・高知県
の自治体
（県・市町村）

崎県 香川
県・愛媛県・
徳島県・高
知県

接 留置併用法
半構造化された質
問紙を用いた聞き
取り調査

体間の人的 物的 金銭的お
よび受入支援の実態と、その
後の支援体制の構築過程の
把握

人文学部
社会学コー
ス

n.y@yamaguchi
-u.ac.jp

72 2012年9月〜 黒田由彦・
西山志保・
徐春陽・辻
岳史

復興ガバナンス研
究会

宮城県庁危
機管理部署・
東松島市役
所復興担当
部署・東松島
市仮設住宅・
女川市竹浦
地区住民組
織

宮城県・宮
城県東増島
市・宮城県
女川町竹浦
地区

聞き取り 被災直後から半年間の緊急
対応、復興の状況、復興に向
けての住民組織の取り組みと
行政との関係

なし C なし なし 2 C 名古屋大
学環境学
研究科社
会学講座

黒田由彦
krd@nagoya-
u.ac.jp

なし

73 2013年2月～
3月

李永俊・日
比野愛子・
永田素彦

北リアスにおけ
るQOLを重視し
た災害復興政策
研究・研究会

「野田村のみなさ
まの暮らしとお仕
事に関するアン
ケート調査」

調査時点に
岩手県九戸
郡野田村に
在住する18
～69歳の男
女2853名。
有効回答数
は1142名（回
収率40.2％）

岩手県九戸
郡野田村

質問紙を用いた郵
送調査
調査時点に岩手県
九戸郡野田村に在
住する18～69歳の
男女2853名。有効
回答数は1142名
（回収率40.2％）

震災での被害状況、震災前
後の人づきあい（付き合いの
増減、知り合いの規模など）、
これまでの暮らし（野田村村
外での居住動向）、今後の居
住の希望など

なし C 住民基本台帳をもとに全数サン
プリングを行なったため、
実際には対象地域外に居住して
いる住民が回答者の中に
含まれており、震災の被害状況
を把握する上で、データの
精査・検討が必要であった

なし 2 A、D、
E、F

雇用政策
研究セン
ター

雇用政策研究
センター
（eprc@cc.hiros
aki-u.ac.jp）

社会学、経済学、社会心理
学、法学などの学際的研究
チームによるプロジェクト

※1　研究資金（複数の研究資金の場合は、複数記入可） ※2　研究分野(複数選択可）
A 大学からの個人研究費 A　津波・洪水被害
B 学部・大学共通研究費 B　放射能汚染
C 科学研究費 C　避難住民
D その他の公的研究費：文部科学省、厚生労働省、自治体 D　防災行動・防災計画
E 民間による研究費 E　復興計画
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F 「外部競争的資金」と言われるもので上記外 F　ボランティア・支援活動
G 自費 G　エネルギー問題
H その他 H　理論

I　政治・政策
J　その他
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